
項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

第２章　子どもが大切にされるまち  第２節　子ども福祉
SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 143,248千円

H30正規職員
人件費

H30決算額

①相談件数

3,887

目標達成済3,925

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

R1実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

発達障害または、その心配のある
子どもを対象に、専門職による
個々の特性に応じた支援を行うと
ともに、保護者への支援も一体的
に行っており、一定の効果があった
と考える。
利用者アンケートでは、89.8％の保
護者から「満足している」と回答が
あった。

R1年度に改善した点

今後も相談支援や地域支援の充実を図る
とともに、地域の中核的な発達支援セン
ターとしての役割に努めていく。

R元年度目標

保護者からの相談状況を把握するため こども支援センター「大地」では子育て支
援エリア「ルピナス」と発達支援エリア
「マーガレット」が連携し、合同事業や夏ま
つりを実施した。

H30年度目標

3,880

141,372千円

①相談件数

②通所支援利用延べ日数

③地域支援延べ人数
こども支援セン
ター
運営事業（発達支
援）

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

児童福祉法、所沢市こどもと福祉の未来館条例 142,919千円 142,449千円

事業の目的及び具体的な内容
H30その他職員
従事割合

発達障害に関する早期からの支援によって子どもた
ちが地域で安心して過ごせるよう、18歳未満を対象に
した相談支援、未就学児を対象にした児童福祉法の
通所支援、地域の関係機関や市民を対象に研修・啓
発等をする地域支援を行う。

0.81 人
非常勤
特別職

2.00 人

6,788千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人

4,411

3,970

期間 0.81 人
非常勤
特別職

2.00 人 R2年度目標

平成28年度～ 6,733千円

①4,411件

②6,277件

③543人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

こど
も福
祉課

24千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

発達障害者支援法、障害者基本法

自治事務 法定受託事務

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①３

②179人

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

発達障害児等子
育て応援事業

0.01 人

3 3

障害児の支援を行う関係機関の職
員を対象とした研修会等を実施し、
参加者からは障害への理解や情
報共有が図れたことから、今後も
継続した開催の要望があり、一定
の成果があったと考える。

Ａ

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）根拠法令 R1予算現額

法定受託＋附加 120千円

目標設定の考え方・根拠

重要

2,263千円 臨時職員 R元年度目標 R1実績

R1年度に改善した点

①講座等の開催回数

②講座等の参加延べ人数

①講座等の開催回数
開催回数を増やすことで希望者が参加しやすく
なるため 発達障害に関する内容に特化せず、現場

のニーズに応じた内容で研修や情報交換
会を開催した。

目標達成済

241千円 123千円

H30年度目標 H30実績

医療的ケア児への支援については、対象
児童の把握も含め、関係機関による総合
的な支援体制の構築が求められており、
今後も継続して情報交換の機会等を設け
る必要がある。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

3

R1目標値が未達成の理由・分析

3

期間 0.27 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

平成24年度～ 2,244千円 臨時職員 0.01 人

発達障害等に関する理解・啓発を図るために、障害
児を養育する保護者や保育士等の支援者を対象にし
た学習講座を行う。

0.27 人
非常勤
特別職

0.00 人

3

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H24年度～

H30決算額

障害児通所支援
事業

根拠法令 R1決算額（見込み）

児童福祉法 1,104,102千円 1,087,631千円

事業の目的及び具体的な内容

保護者の申請に基づき、面談等に
より障害児への個々の支援の必要
性を把握して支給決定を行ってお
り、今後も継続して行う必要があ
る。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,029,133千円

①利用延べ日数

R1予算現額

H30予算現額

1,061,165千円

R1年度に改善した点

①利用延べ日数 サービスの利用状況を把握するため
通所支援事業所等連絡会を２回開催し、
支援体制の充実や事業運営の適正化を
図った。また、適正な事業運営の一助とな
るよう、定期的に通所支援事務所を訪問
し、調査の実施を開始した。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

就学前の障害児が日常生活の基本動作の訓練等を
行う児童発達支援を受けた場合や、就学後の障害児
が放課後等に集団生活訓練等を行う放課後等デイ
サービスを受けた場合等に、通所支援事業所に対し
て障害児通所給付費を支給する。

1.29 人
非常勤
特別職

0.00 人

臨時職員

101,604

10,722千円 臨時職員 0.09 人

118,717

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

113,550

113,904

10,810千円

利用者自体は増加したが、一人当たり利用回
数が減少したため。121,008

0.00 人 R2年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0.09 人

①113,550日

R元年度目標 R1実績 通所支援事業所は年々増加しており、今
後も多くの利用者が見込まれる。また、複
数の事業所を利用する障害児もいること
から、事業実施に関する研修会や連絡会
を開催し、更なる質の向上と通所支援事
業所間の連携を図る。

1.29 人
非常勤
特別職

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

障害児相談支援
事業

根拠法令 R1予算現額

4,693千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①利用延べ人数

①利用延べ人数R1決算額（見込み）

児童福祉法

17,258千円

Ｂ

相談支援事業所による利用計画の
作成等の支援により、課題の解決
や適切なサービスの利用に繋がっ
ており、必要な制度であると考え
る。

R1年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため 障害者自立支援協議会（相談支援部会）
との連携により、新規事業所（２ヶ所）が開
所となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

相談支援専門員の一人当たりの受け持ち
件数が増加傾向にあり、相談支援事業所
の新規の受け入れが困難な状況にある。
これを解消するために、障害者自立支援
協議会（相談支援部会）と連携し、更なる
新規事業所の開拓及び相談支援専門員
の確保に努める。

新規事業所が開設されたが、相談支援専門員
の一人当たりの受け持ち件数が増加傾向にあ
り、相談支援事業所の新規の受け入れが困難
なため

R1目標値が未達成の理由・分析

20,941千円 18,232千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 20,940千円

H30年度目標

R1その他職員
従事割合

1,280 1,129

1,350

H30実績

非常勤
特別職

0.00 人 1,280 1,037

H24年度～ 4,738千円 臨時職員 0.09 人

0.09 人

①1,129人

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

期間 0.57 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

18歳未満の障害児が利用対象である障害児通所支
援事業の利用にあたり、相談支援事業所が障害児の
抱える課題の解決や適切なサービスの利用に向け
て、利用計画（案）の作成や、モニタリング、計画の見
直しなどきめ細かい支援を行った場合に、障害児相
談支援給付費を支給する。

0.56 人

臨時職員

どのように貢献したか

事業所職員等向けの研修
会実施により障害への認識
を深めた。

どのように貢献したか

家族ごとのニーズに応じた
適切なサービスの利用に繋
げた。

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

障害児の安全で健やかな
生活に貢献した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

多くの児童が療育を受けら
れるようになった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

障害者総合支援法、

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

レスパイトケア事
業

根拠法令

期間

Ｂ

重症心身障害児等の受け入れも
あり、在宅の障害児の介護者等の
負担軽減が図れており、必要な制
度であると考える。

所沢市障害児の家族に対するレスパイトケア事業実
施要綱、日中一時支援事業実施要綱

28,544千円 21,748千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

3,321

R1年度に改善した点

①利用延べ人数

①利用延べ人数 サービスの利用状況を把握するため ショートステイ促進事業の助成対象者を拡
大し、在宅の障害児の介護者等の負担軽
減を図った。

R1予算現額

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

H30実績

ショートステイ促進事業対象者の利用が増加し
たが、日中一時支援事業は障害児通所支援事
業の利用により利用者が減少したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後も、家族等の精神的及び身体的負担
の軽減を図るために、適切なサービスの
提供に努める。

目標設定の考え方・根拠

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 28,572千円 19,500千円

R1目標値が未達成の理由・分析H30年度目標

18歳未満の障害児の家族等の精神的及び身体的負
担軽減を図るために、障害児を一時的に預かる日中
一時支援事業を実施した事業所と、超重症心身障害
児のショートステイ利用を促進するショートステイ促進
事業を実施した事業所に対して補助金を交付する。

0.42 人
非常勤
特別職

0.00 人 4,728

3,520千円 臨時職員 0.09 人

3,518

0.42 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

4,536

R1実績

平成27年度～ 3,491千円 臨時職員 0.09 人 3,912

①3,518人

R元年度目標

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

期間

重要 法定受託事務 法定受託＋附加

Ａ

居宅介護・短期入所等のサービス
により、家族等の介護負担軽減が
図れており、必要な制度であると考
える。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

障害者総合支援法 49,954千円

R1目標値が未達成の理由・分析

自治事務

H30決算額

673

介護給付費事業
（障害児）

根拠法令

目標設定の考え方・根拠指標名

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

39,394千円

事業の目的及び具体的な内容

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1年度に改善した点

①利用延べ人数 サービスの利用状況を把握するため 居宅介護・短期入所等により家族等の介
護負担軽減が図れており、短期入所につ
いては利用件数の増加もみられた。

H30年度目標

649

目標達成済み

R1実績

障害児や保護者が抱える課題やニーズを
把握し、地域で自立した生活が営めるよ
う、適切なサービスの提供に努める。

660

46,496千円 42,714千円

①利用延べ人数

H30実績

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

540

R元年度目標
18歳未満の障害児の日常生活を支援し、その家族の
介護負担を軽減するため、居宅での身辺の介護、外
出の支援、短期入所のサービスを提供した場合に、
事業所に対して介護給付費を支給する。

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 564
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,771千円 臨時職員 0.09 人

①673人

0.45 人

平成18年度～ 3,740千円 臨時職員 0.09 人

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

障害児地域生活
支援事業

根拠法令 R1予算現額

4,274千円

H30決算額

R1決算額（見込み）

障害者総合支援法、重度障害者等日常生活用具費
支給事業実施要綱ほか

16,444千円 10,528千円

重要

R1年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため こども福祉ガイドを活用するなど、わかり
やすい制度説明を行うとともに、市ホーム
ページへの掲載等の幅広い情報提供を
行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

障害児や保護者が抱える課題やニーズを
把握し、地域で自立した生活が営めるよ
う、適切なサービスの提供に努める。

障害児通所支援事業の利用を選択する世帯が
増加し、移動支援事業の利用者が減少したた
め。

12,766千円

各事業の利用延べ人数

①日常生活用具給付事業

②移動支援事業

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

おむつ等の日常生活用具の購入
費助成や、社会生活上必要不可欠
な外出支援の実施により、障害児
の日常生活や社会参加の支援に
繋がっており、必要な制度であると
考える。

利用延べ人数
②移動支援事業

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 16,900千円

R1目標値が未達成の理由・分析

18歳未満の障害児が地域で自立した日常生活を営
めるよう、主に次の事業を行う。
・日常生活用具給付等事業
　入浴補助用具等の購入費の助成
・移動支援事業
　屋外での移動が困難な人への外出支援を実施した
事業所への補助金の支給

0.51 人
非常勤
特別職

0.00 人 228 188

臨時職員 0.09 人

①276人

②181人

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

228 181

240

期間 0.49 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

平成26年度～ 4,073千円 臨時職員 0.09 人

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

18歳未満の身体障害児を対象に、補装具（身体機能
を補完・代替する車いすなど）の購入・修理費用を補
助することで、将来、社会人として独立自活するため
の素地を育成・助長する。

0.41 人

R1正規職員
人件費

平成12年度～

H30決算額

24,398千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

指標名

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 25,052千円

身体障害児補装
具費支給事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

身体機能を補う補装具費やその修
理費用を助成することにより、安定
した日常生活や社会参加が図れて
おり必要な制度である。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

障害者総合支援法 25,025千円

根拠法令

重要

R1年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため
訪問等により一人ひとりの障害状況を適
切に把握し、適切な支給決定を行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

障害児が補装具を使用し、身体の機能を
補い、日常生活を営めるよう、適切な給付
に努めていく。

23,484千円

H30年度目標 H30実績

非常勤
特別職

0.00 人 136 132

①利用延べ人数

①利用延べ人数

3,436千円 臨時職員 0.09 人

①150人

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

146 150

162

期間 0.41 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

3,408千円 臨時職員 0.09 人

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

補装具の使用により生活等
の能率向上につながる。

どのように貢献したか

障害児及び家族の安全で
健康な生活に役立ってい
る。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

家族等の負担軽減に寄与し
ている。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

家族等の負担軽減に寄与し
ている。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

期間 0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

0.00 人

①3,671日

②53人

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

平成15年度～ 3,740千円 臨時職員 0.00 人

どのように貢献したか

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

50 53

就学前の障害児（主に身体障害）が日常生活や社会
生活を円滑に営めるよう、日常生活の基本的動作や
知識技能の付与、集団生活への適応訓練等を行い、
発達・成長を支援する。
指定管理者（所沢市社会福祉協議会）による運営で
あり、卒園・他園へ移行した児童の保護者交流会等
自主事業も行う。

0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 50 54

3,352千円 臨時職員 R元年度目標

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析 １１．住み続
けられるまち

づくりを

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績

児童発達支援事業所が増加傾向にあるな
か、今後は公立施設として利用者のニー
ズに応じたサービスを提供し、地域交流な
ど特色ある施設運営に努めていく。

多くの児童が療育を受けら
れるようになった。

平成29年７月に厚生労働省から示された
児童発達支援ガイドラインに基づき、家族
支援や移行支援に積極的に取り組むほ
か、関係機関との連携や地域との交流に
も取り組み、適切な運営の管理を行った。

50

かしの木学園運営
事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み） ４．質の高い
教育をみん

なに児童福祉法、所沢市立かしの木学園条例 76,894千円 74,547千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

障害児の日常生活における基本
的な動作の指導、知識機能の付
与、集団生活への適応訓練などに
より、子どもの発達・成長が見ら
れ、一定の成果があったと考える。
行事などには家族も多く参加した。

R1年度に改善した点

79,928千円

①利用延べ日数

②在籍人数（年度末）

②在籍人数（年度末） サービスの利用状況を把握するため

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

松原
学園

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30正規職員
人件費

H30実績

H30決算額

目標設定の考え方・根拠

R1目標値が未達成の理由・分析

Ａ

通所支援について、保護者から概
ね満足いただいており、相談支援
についても一定の効果があったと
考えている。
今後も保護者からの意見や要望を
伺いながら、支援の向上に努め
る。

46,877千円

①利用延べ日数

②在籍人数（年度末時点）

③発達相談件数

施設利用満足度
保護者アンケートの施設利用満足度を指標とす
る。
目標は100％とする。

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

R2年度目標

R1年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 49,762千円

H30決算額 指標名

支援体制を変更し、受け入れ人数を増や
した。
園での開催行事について、個々の良い所
を活かし統合を図った。

H30予算現額

松原学園運営事
業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

児童福祉法、所沢市立松原学園条例、同施行規則 50,993千円 48,722千円

事業の目的及び具体的な内容

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

就学前の障害児が日常生活や社会生活を円滑に営
めるよう、日常生活の基本的動作や知識技能の付
与、集団生活への適応訓練等を行い、発達・成長を
支援する。また、地域の障害児やその家族への相
談、地域の支援者への援助・助言等を行う地域支援
事業を実施する。

14.77 人
非常勤
特別職

1.00 人 100.0% 100.0%

131,080千円 100.0%臨時職員 13.00 人

123,773千円 臨時職員 13.00 人

①7,859日

②47人

③41件

R元年度目標 R1実績
児童発達支援センターとして機能を発揮
できるよう事業を推進しているが、さらなる
専門性の向上及び地域支援の充実が求
められている。
今後も職員の育成に努め、支援の充実を
図っていく。

期間 15.77 人
非常勤
特別職

1.00 人

S46年度～

支援体制を変更し、受け入れ人数を増やした
が、希望する日数での通所受け入れが出来な
かったため。

100.0% 93.6%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

79,966千円

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

難聴児補聴器購
入費助成事業

重要 自治事務 法定受託事務

目標設定の考え方・根拠

Ａ

軽度・中等度の難聴児へ補聴器の
購入費用を助成することにより、言
語の習得や教育等による健全な発
達を支援し、児童の福祉の増進を
図れており、必要な制度であると考
える。

R1年度に改善した点

①助成件数

①助成件数 サービスの利用状況を把握するため こども福祉ガイドを活用するなど、わかり
やすい制度説明を行うとともに、市ホーム
ページへの掲載等の幅広い情報提供を
行った。

H30年度目標 H30実績

法定受託＋附加 880千円 714千円

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

所沢市難聴児補聴器購入助成事業実施要綱 880千円 848千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

根拠法令 R1予算現額

R1目標値が未達成の理由・分析

18歳未満で身体障害者手帳の交付対象とならない軽
度・中等度の難聴児を対象に、補聴器の購入費用を
助成することで、言語の習得、教育等における健全な
発達を支援する。

0.29 人
非常勤
特別職

0.00 人 9 10

目標達成済9 12

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,430千円 臨時職員 0.00 人

①12人

R元年度目標 R1実績

周知に努める。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.29 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

平成25年度～ 2,410千円 臨時職員 0.00 人 9

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

7,923千円

期間

平成25年度～

H30決算額

自立支援医療給
付事業（育成医
療）

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

障害を除去・軽減する手術等の医
療を受ける保護者の経済的な負担
軽減のために必要な制度であると
考える。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1年度に改善した点

①給付決定延べ人数 サービスの利用状況を把握するため こども福祉ガイドを活用するなど、わかり
やすい制度説明を行うとともに、市ホーム
ページへの掲載等の幅広い情報提供を
行った。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

4,820千円

①給付決定延べ人数

指標名

R1予算現額 R1決算額（見込み）

障害者総合支援法 12,123千円 4,094千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

身体に一定の障害があるか、治療しないと一定の障
害を残す18歳未満の児童で、手術等による確実な治
療効果が期待できる人を対象に、その医療費の自己
負担額を軽減するもので、健康保険の医療費が３割
から１割に減額され、所得により１割分に上限を設け
ている。

0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 78

3,325千円 臨時職員 0.00 人

70

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

83

83

目標達成済74

0.00 人 R2年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,352千円 臨時職員 0.00 人

①83人

R元年度目標 R1実績

ケースワーカーを中心に、医療機関等と
連携しながら適切な治療が受けられるよ
う、児童の状況把握に努めていく。0.40 人

非常勤
特別職

どのように貢献したか

障害を除去・軽減する手術
等の医療を受けることで地
域社会で自立した日常生活
を営めるようになる。

どのように貢献したか

補聴器の使用により生活等
の能率向上につながる。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

より多くの児童に利用してもら
えるよう、受入れ人数を増やし
た。

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

ひとり親家庭自立
支援事業

重要 自治事務 法定受託事務

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値は達成できてい
る。修業後に就いた職に継続して
勤めているか、長期に渡る後追い
調査をするなど、今後もよりきめ細
かな支援を続けていく。

R1年度に改善した点

①相談件数

②高等職業訓練促進給付金等
支給額

③自立支援教育訓練給付金支
給額

高等職業訓練受給資格者
受給終了後の就職率
（就職者＋進学者）÷資格取得者×100

資格の取得により、より条件の良い職に就くこ
と、また長期間その資格を活かした職に就くこと
を目指す。

面接時の聞き取り調査の際に、申請者の
生活スケジュールを作成させることで、資
格取得に向けた具体的なイメージを持た
せることができるようになった。

H30年度目標

法定受託＋附加 26,651千円 24,748千円

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

100.0% 100.0%

4,488千円

母子及び父子並びに寡婦福祉法 21,546千円 18,962千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績

目標達成済100.0% 100.0%

根拠法令 R1予算現額

R1目標値が未達成の理由・分析

目的：ひとり親及び寡婦の相談に応じるとともに、そ
の自立を支援する。
内容：母子・父子自立支援員によりひとり親の相談を
受ける中で、
①自立に必要な情報提供及び指導を行ったり、
②職業能力の向上及び求職活動等に関する支援を
行っている。

0.45 人
非常勤
特別職

2.34 人
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,771千円 臨時職員 0.04 人

①507件

②14,039千円

③240千円

R元年度目標 R1実績
相談の傾向として、ＤＶや生活苦、疾病や
法律に絡む問題など、複雑な生活相談
（離婚前相談を含む）が増加している。今
後も、研修等へ積極的に参加することによ
り、相談者への理解を深め、自立に向け
た支援を行っていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.54 人
非常勤
特別職

2.10 人 R2年度目標

　　　H15　～ 臨時職員 0.00 人 100.0%

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

9,896千円

期間

Ｓ４４年度～

1.78 人

H30決算額

児童家庭相談事
業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の実績値は前年度より上
回り、目標値も達成しており、必要
な支援を提供できたものと考えて
いる。今後も関係機関と連携しな
がら、相談者や子どもに効果的な
支援を提供していく。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1年度に改善した点

相談件数
子どもに関する様々な相談に対応していく事業
であるため、相談件数が指標となる。
前年度よりも実績を増やすことを目標とする。

個人ごとの台帳を世帯ごとに変更したた
め、世帯ごとの状況把握が、容易になっ
た。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

9,381千円

①相談件数（虐待・養護）

②相談件数（保健・育成・障害）

③相談件数（非行・その他）

指標名

R1予算現額 R1決算額（見込み）

児童福祉法・所沢市家庭児童相談室設置運営要綱 13,806千円 13,026千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

非常勤
特別職

3.90 人 1,300件

18,951千円 臨時職員 1,600件

目標達成済1,350件

5.50 人 R2年度目標2.28 人
非常勤
特別職

1,489件

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

1,580件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

14,916千円 臨時職員

①953件

②387件

③240件

R元年度目標 R1実績

相談件数は、高い数字で推移している。ま
た相談内容や支援が困難な家庭が増えて
いることが課題。そうした中でより効果的
な支援を実施していくために、関係機関と
の連携強化を図りたい。

H30その他職員
従事割合

子どもに関する様々な相談に応じ、個々の子どもや
家庭に対して効果的な支援を行うことで、子どもの福
祉の充実を図るとともにその権利を擁護する。

期間 0.50 人 R2年度目標

Ｈ１２年度～ 32,084千円 臨時職員 100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

31,760千円 臨時職員

①1,175人

②10世帯

③27回

事業の目標達成のためには、関係機関と
の連携を強化し、地域での見守りの体制
を図り、引き続き児童虐待の早期発見・早
期対応を目指していく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

3.86 人
非常勤
特別職

100.0% 97.0%

目標達成済

R元年度目標 R1実績

100.0% 100.0%

児童虐待防止対
策事業

根拠法令

児童福祉法・児童虐待の防止等に関する法律

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

児童虐待の未然防止及び虐待を受けている子どもに
迅速的確に対応するために、関係機関と連携しなが
ら適切な支援を実施する。

3.79 人
非常勤
特別職

0.30 人

1,922千円

所沢警察署と合同の児童虐待防止の啓
発活動を実施。ダイア５市で同日同時刻
（11月１日13：00）に児童虐待防止のキャ
ンペーンを実施。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

2,981千円 2,297千円

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

虐待通告（30件）を受けた児童す
べて安全確認できており、児童虐
待の早期防止を図れたものと考え
ている。今後も関係機関や市民に
児童虐待の通告・情報提供を更に
周知していくなど、虐待の未然防止
に努める。

R1年度に改善した点

1,992千円

①児童の所属からの定期的情
報提供
②養育支援訪問実施世帯数
③個別ケース検討会議開催件
数

虐待通告を受けた対象児童の安全確認
虐待通告を受けた際は、児童の安全確認が最
優先であるため、安全確認の実績を指標とし、
目標値は100％とした。

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

相談、支援の中で子どもの
福祉向上に努めた。

１．貧困をな
くそう

どのように貢献したか

相談、支援の中で子どもの
福祉向上に努めた。

どのように貢献したか

ひとり親家庭等の資格取得
を支援し、生活状況の改善
を図った。

１．貧困をな
くそう

３．すべての
人に健康と

福祉を

１．貧困をな
くそう


